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香芝市空家等対策計画の策定に寄せて 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

近年、全国的に人口の減少や既存の住宅、建築物の老朽化、社会的な需要の変化等に伴っ

て、空き家の増加が深刻な問題となっています。このような状況下において、空き家問題の

抜本的な解決を目的に、空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「空家法」という。）

が、平成２７年（２０１５年）５月２６日から全面施行されました。 

本市では、空き家に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため、平成３０年（２０１

８年）３月に香芝市空家等対策計画を策定し、令和９年度（２０２７年度）までの１０年間

を計画期間として、基本的な方針に即し、空き家対策に取り組んできました。 

  

しかしながら、全国的にも年々空き家は増加しており、本市においても、令和３年度（２

０２１年度）に実施した空家等実態調査によると、約６００件の空き家が存在するとされ

ております。特に、適切な管理が行われていない空き家は、防災や防犯、安全、環境、景観

等、地域住民の生活環境に対し著しい悪影響をもたらすことも懸念されることから、空き

家の増加とそれに伴う問題の深刻化に対しては、早急な対応が求められています。 

 

こうした中で、令和５年（２０２３年）に空家法が改正され、行政機関としても様々な空

き家対策の実行が可能となったことや、空き家に対する社会的な関心の高まりを受けて、

本市として更に実効性の高い空き家対策の取組を推進するべく、この度、香芝市空家等対

策計画を改訂しました。本計画に基づき、まずは空き家の発生を抑制した上で、結果的に空

き家となった場合にも、空き家を地域の資源として捉え、住宅市場等への流通の促進や多

様な利活用の方法の検討などを通じて、単なる空き家対策にとどまらない、地域の魅力や

活力の向上につながるような取組を推進してまいります。 

 

結びに、本計画の策定に当たり、多大な御尽力を賜りました香芝市空家等対策推進協議

会委員の皆様に厚く御礼申し上げます。引き続き、本市行政の推進に御理解と御協力を賜

りますようお願い申し上げます。 
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１－１ 計画改訂の背景 

近年、地域における人口及び世帯数の減少や既存の住宅、建築物の老朽化、社会的な需

要の変化や産業構造の変化等に伴い、使用されていない住宅、建築物が年々増加している。 

このような状況を受け、国は空家問題の抜本的な解決策として、「空家等対策の推進に

関する特別措置法」（以下「空家法」という。）を平成２６年（２０１４年）１１月２７日

に公布、平成２７年（２０１５年）２月２６日から一部施行、同年５月２６日から全面施

行となった。 

本市では、空家法に基づき、平成３０年（２０１８年）３月に「香芝市空家等対策計画」

を策定し、平成３０年度（２０１８年度）から令和９年度（２０２７年度）までの１０年

間を計画期間として、基本的な方針に即し、空家等対策に取り組んできたところである。 

令和２年度（２０２０年度）まで増加していた人口は、令和３年度（２０２１年度）以

降は減少傾向を示し、国立社会保障・人口問題研究所による地域別将来推計人口（令和５

年（２０２３年度）推計）でも今後減少し続けるという見通しが示されていることに加え、

高齢化もこれまで以上に進行することが予測されている。 

高齢化が進行すると、自力での生活が困難となるなど、今後更に空家等の増加が懸念さ

れる状況となる。空家等の増加は、防災、防犯、安全、環境及び景観等、地域住民の生活

環境への様々な悪影響も増加することとなり、早急な対策の実施が求められる。 

令和５年（２０２３年）には空家法が改正され、管理不全空家等に対する対策が強化さ

れるなど、自治体において新たな対応が求められており、これらの状況を踏まえ、本市と

して、更に空家等の対策に取り組んでいく必要がある。 

 

１－２ 計画の目的 

空家等の存在は、地域の健全な運営に支障を来すばかりでなく、適切な管理が行われて

いない空家等が増え、更に放置されれば、衛生面、景観面、生活環境といった地域住民の

生活全般に深刻な影響を及ぼすことが懸念される。 

そこで、前回計画策定以降の本市の現状や、国の動向等を踏まえ、更に実効性ある空家

等対策の取組に向け、これまでの取組の実績を整理するとともに、空家等の発生抑制や適

切な処置、活用などを実施するため、空家法第７条に基づき「香芝市空家等対策計画」を

改訂するものである。 

本計画は、空家等対策について、今後計画的に適切な管理の促進、利活用等、総合的な

対策の推進を目的とする。 

第１章 計画の趣旨     

※ 「空家等」「空家」「空き家」の表記について 

空家法では「空家等」と表記されており、本計画では原則として「空家等」を使用する。また「住

宅・土地統計調査」など、出典の明確なものは「空家」「空き家」と示す場合もある。  
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１－３ 対象地区及び空家等種類 

⑴ 対象とする地区 

本計画の対象地区は香芝市全域とする。 

 

⑵ 対象とする空家 

本計画の対象とする空家は、空家法第２条第１項に規定された「空家等」及び空家法

第２条第２項に規定された「特定空家等」、空家法第１３条に規定された「管理不全空

家等」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 所有者等に求められる責務 

空家法第５条で「空家等の所有者等は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、

空家等の適切な管理に努めるものとする。」とされている。 

 

  

● 空家等（空家法第２条第１項） 

建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないこと

が常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。た

だし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。    

● 特定空家等（空家法第２条第２項） 

次の状態と認められる空家等を指す。  

⑴ そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

⑵ そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

⑶ 適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

⑷ その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

● 管理不全空家等（空家法第１３条） 

適切な管理が行われていないことにより、そのまま放置すれば特定空家等に該当する

こととなるおそれのある空家等を指す。 
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１－４ 空家等の調査に関する事項 

空家等とは、居住やその他の使用がなされていないことが常態である建築物等及びそ

の敷地を指すが、その状況は常に変化する。さらに、空家等は様々な要因によって発生す

ることから、空家等の総数や分布状況などについては、住宅･土地統計調査の結果や不動

産情報、行政情報等により把握する。また、地域住民からの通報や相談、職員による現地

確認などにより問題のある空家等の情報を収集する。 

一方で、管理不全空家等及び特定空家等に該当するおそれのある空家等については、基

準を設けて個別に調査を行う。 

 

１－５ 空家等情報の処理 

⑴ 空家等のデータベースの整備 

空家等の対策を行うためには、空家等の状況の継続的な把握が必要であることから、

基礎調査、所有者等調査、管理不全空家等及び特定空家等調査に基づき、空家等の所在

地や建物の状態（活用の可否及び危険度合）等のデータベースを整備し、情報を整理す

る。 

 

⑵ 空家等の定期確認 

空家等は、管理不全な状況が続くと、状況が悪化して管理不全空家等及び特定空家等

へと進行する。そのため、データベース化した空家等について、定期的に、かつ、必要

に応じて、空家等の状況を確認し、データベースの更新を行う。 
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前計画の計画期間は令和元年度から令和９年度までとしていましたが、令和５年１２月

に空家法が改正され、管理不全空家等に対する対策が強化されるなど、新たな対応策が求め

られていることから、本計画（改訂版）は令和７年度から令和１０年度までの４年間を計画

期間とします。 

 なお、社会情勢や国・奈良県の動向に大きな変化があった場合には、必要に応じて見直し

を行います。 

 

 

  

第２章 計画の期間     

■計画の期間 

令和７年度 

（２０２５年度） 

令和１０年度 

（２０２８年度） 
必要に応じて 

見直しを検討 

計画期間：概ね４年間 
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３－１ 空家法の改正 

今後も空家等の増加が懸念されるため、国は空家等について総合的に対策を強化する

ことを目的として、空家等の「活用拡大」、「管理の確保」、「特定空家等の除却等」の３本

の柱について、空家法を改正（令和５年（２０２３年）１２月１３日施行）している。 

 

⑴ 活用拡大 

ア 「空家等活用促進区域」制度の創設 

  既存の都市計画法等の規制により十分な活用を図ることが困難であった空家等に

対し、同制度の創設により、用途変更や建替え等の促進を図るものである。 

    「空家等活用促進区域」を設定する際は、当該区域における「空家等活用促進指針」

を定める必要がある。具体的には空家等の活用に関する基本的な事項や空家等の種

類、誘導用途等を定める。 

    「空家等活用促進区域」には以下の対応が考えられる。 

・接道規制の合理化 

  空家等前面道路が幅員４ｍ未満でも市町村が空家等活用促進指針に定めた「敷地特例

適用要件」に適合する空家等は、安全確保を前提に建替え、改築等が可能となる。 

・用途規制の合理化 

  各用途地域で制限された建物用途でも、空家等活用促進指針に定めた「用途特例適

用要件」に適合する建物用途への変更が可能となる。 

・市街化調整区域内の用途変更 

  市街化調整区域にあっては、これまで用途の変更を行うためには厳しい制限がさ

れていたが、空家等の利活用が進むように、用途変更の許可に際して都道府県知事が

配慮することとされた。 

 

イ 自治体や所有者へのサポート（「空家等管理活用支援法人」の創設） 

市区町村長がＮＰＯ法人、社団法人を「空家等管理活用支援法人」に指定でき、市

区町村からの情報提供を受けた所有者との相談や、所有者等への啓発を行うことが

可能となるほか、委託を受けて所有者探索、市区町村に財産管理制度の利用を提案で

きる。 

  

第３章 空家等に関する国の動向等     
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⑵ 管理の確保 

ア 管理不全空家等に対する措置 

   放置すれば特定空家等となるおそれのある「管理不全空家等」に対し、市区町村長が

指導及び勧告ができる。また、勧告された空家等は、敷地に係る固定資産税の住宅用地

特例は解除される。 

 

イ 所有者把握の円滑化 

市区町村が電力会社やガス会社等にある所有者情報の提供を要請できる。 

 

⑶ 特定空家等の除却等 

ア 代執行の円滑化 

   「緊急代執行制度」を創設し、除却の緊急性が高いなど、命令等の事前手続を経るい

とまがない場合に代執行の実施が可能となる。また、所有者不明時の代執行、緊急代執

行の費用は確定判決なしで徴収できる。 

 

イ 財産管理人による空家等の管理及び処分（財産管理制度） 

「財産管理人」の選任請求権は、民法上は利害関係人に限定されているが、空家等の

適切な管理のために特に必要があると認めるときには、市区町村長も選任請求が可能

となる。 

 

ウ 状態の把握 

勧告及び命令等を円滑化するため、所有者等への報告徴収権を市区町村に付与する。 

 

３－２ 関係法令等の改正 

民法や不動産登記法等についても空家等の対応を踏まえた改正が行われている。 

 

⑴ 民法の改正（越境した竹木の枝の切取り） 

従来は隣地の竹木の根が境界線を越えるときは自らその根を切り取ることができ、

枝が境界線を越えるときはその竹木の所有者に枝を切除させる必要があるとされてい

たが、民法第２３３条の改正により、越境された土地の所有者は、竹木の所有者に枝を

切除させる必要があるという原則を維持しつつ、次のいずれかの場合には、自ら枝を切

除することができることとなった。 

・竹木の所有者に枝の切除を催告しても、相当期間内に切除しないとき 

・竹木の所有者又はその所在を知ることができないとき 

・緊迫の事情があるとき 

また、竹木が共有物である場合は、各共有者が越境している枝を切り取ることができ
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ることとなった。 

  

⑵ 不動産登記法の改正 

空家等の発生原因として、その物件等が適切に相続登記されてこなかったことにあ

ることから、それまで任意であった相続登記の申請及び住所変更登記が義務化された。 

なお、正当な理由なく義務に違反した場合は１０万円の過料となる。 

 

⑶ 相続土地国庫帰属制度 

相続した土地によっては、活用も売却もできない場合があり、このことから相続登記

が行われず、所有者不明の土地が発生する要因ともなっている。この対応として、相続

した土地を国庫に帰属させることが可能となる制度が創設された。 

帰属するには、建物が存しないことや境界が明らかであること等の条件がある。 

また、１０年間の土地管理負担金を支払う必要がある。 

 

⑷ 土地基本法の改正 

人口減少、高齢化及び自然災害の多発といった時代変化を踏まえ改正されたもので

あり、基本理念など法全般による管理の確保の必要性、土地所有者の責務として登記関

係の明確化及び境界の明確化が明記された。 

同法の改正には、国及び地方公共団体の責務として、土地の適切な利用及び管理のた

めに、土地所有者だけでなく、地域住民による補完的な取組を推進するために必要な措

置を採ることも盛り込まれた。 

 

⑸ 地籍調査の迅速化に向けた対応 

所有者不明土地は適切に管理されていないことが多く、地籍調査の迅速化に向けた

対応が図られることとなった。具体的には土地所有者等の探索に当たって、所有者関係

情報として固定資産課税台帳、農地台帳等の利用が可能となり、土地所有者等による筆

界確認について、所有者間の合意が得られず、筆界の調査が困難である場合でも実施主

体である地方公共団体が所有者の合意を得て筆界特定を申請することが可能となった。  
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） 

 

 

４－１ 統計情報による現状 

⑴ 人口の現状 

人口の推移について、本市ではこれまで増加傾向が続いており、令和２年（２０２０

年）の人口は７７，２０４人であったが、国立社会保障・人口問題研究所による将来予

測では、今後減少に転じると推計されており、令和３２年（２０５０年）の人口は７０，

０５３人と予測されている。 

年齢層の推移について、０～１４歳及び１５～６４歳が減少し、６５歳以上が増加す

る傾向が続いている。特に、全体に対する６５歳以上の人口割合は令和２年（２０２０

年）で２３．９％を占めているが、将来予測において令和３２年（２０５０年）には３

６．４％まで増加すると予測されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■人口の推移（年齢不詳を除く。） 

■年齢層の推移 

第４章 香芝市の現状     

17.0% 17.8% 18.0% 16.9% 15.4% 13.7% 12.9% 12.6% 12.7% 12.5% 12.1%

70.1% 67.0% 63.7%
60.8% 60.7% 61.2% 60.3% 57.8% 53.9% 52.1% 51.5%

12.9% 15.3% 18.3%
22.3% 23.9% 25.1% 26.8% 29.6% 33.4% 35.4% 36.4%
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（2035年）
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（2045年）

令和32年

（2050年）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

実績値 推計値

出典：実績値は国勢調査、推計値は国立社会保障・人口問題研究所 
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44,338
46,932 47,617 45,745 46,856 47,827 46,625 43,915

40,096 37,716 36,055

8,159

10,696
13,656 16,783 18,430 19,584 20,733

22,521
24,832

25,584
25,514

63,267

70,096

74,713 75,240
77,204 78,128 77,324 76,037 74,359

72,354
70,053

0

10,000
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（人） 実績値 推計値

出典：実績値は国勢調査、推計値は国立社会保障・人口問題研究所 
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⑵ 世帯数の現状 

世帯数の推移について、増加傾向が続いている。令和２年（２０２０年）の世帯数は

２９，５７３世帯であり、平成１２年（２０００年）と比較すると約１．４倍（約９，

０００世帯）に増加している。 

高齢者世帯数については、高齢夫婦のみの世帯及び単身高齢者世帯共に増加してお

り、令和２年（２０２０年）は平成１２年（２０００年）と比較すると約６倍（約５，

０００世帯）に増加している。 

また、全世帯に対する高齢者世帯の割合は平成１２年（２０００年）の５．１％から

令和２年（２０２０年）の２０．９％まで増加している。 

※ 高齢者とは６５歳以上のことである。 

  

470
1,082

1,481
2,020

2,580

553

1,488

2,116

2,980

3,592

1,023

2,570

3,597

5,000

6,172
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18.0%
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（世帯） （高齢者世帯割合）
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（42.1）

（57.9）

（41.2）

（58.8）

（40.4）

（59.6）

（41.8）

（58.1）

■世帯数の推移 

■高齢者世帯数及び割合の推移 

出典：国勢調査 

出典：国勢調査 
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⑶ 本市からの転入及び転出の現状 

人口移動について、平成２７年（２０１５年）と令和２年（２０２０年）を比較する

と、転入超過から転出超過に転じている。 

令和２年（２０２０年）において転入超過である自治体についても、平成２７年

（２０１５年）と比較すると超過幅は小さくなっている。特に大阪市では、平成２７

年（２０１５年）では３４３人の転入超過となっていたが、令和２年（２０２０年）

では僅か１５人の超過となっており、最も顕著な変化が見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■転入及び転出の推移 

出典：国勢調査 

※ 転入とは、調査時点の５年前に本市以外の自治体に住んでいた人が調査時点において本市

に住んでいることを指しており、転出とは、調査時点の５年前に本市に住んでいた人が調査

時点において本市以外の自治体に住んでいることを指している。 

転入
(a)

転出
(b)

純移動数
(a)-(b)

転入
(a)

転出
(b)

純移動数
(a)-(b)

総数 8,464 7,479 985 7,072 7,094 ▲ 22

近隣市町 大和高田市 672 387 285 534 343 191

葛城市 317 351 ▲ 34 250 339 ▲ 89

王寺町 159 183 ▲ 24 109 210 ▲ 101

上牧町 250 241 9 182 264 ▲ 82

広陵町 393 630 ▲ 237 361 446 ▲ 85

県内市町 奈良市 275 312 ▲ 37 241 274 ▲ 33

大和郡山市 112 103 9 94 76 18

天理市 94 62 32 66 60 6

橿原市 500 301 199 470 289 181

桜井市 192 100 92 150 103 47

五條市 89 37 52 67 12 55

御所市 99 50 49 72 47 25

生駒市 85 94 ▲ 9 84 86 ▲ 2

宇陀市 72 17 55 69 22 47

田原本町 102 116 ▲ 14 89 101 ▲ 12

河合町 78 93 ▲ 15 83 77 6

斑鳩町 68 82 ▲ 14 52 82 ▲ 30

三郷町 67 131 ▲ 64 69 106 ▲ 37

県内その他 236 157 79 170 132 38

その他 大阪市 860 517 343 665 650 15

柏原市 309 115 194 210 71 139

八尾市 262 164 98 239 163 76

東大阪市 204 105 99 200 113 87

堺市 179 136 43 171 107 64

京都市 99 103 ▲ 4 75 101 ▲ 26

神戸市 92 117 ▲ 25 49 87 ▲ 38

その他 2,599 2,775 ▲ 176 2,251 2,733 ▲ 482

平成27年（2015年） 令和2年（2020年）

［単位：人］
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⑷ 住宅及び空き家の現状 

本市では住宅総数が増加し続けており、令和５年（２０２３年）の本市の住宅総数は

３２，３６０戸となっている。一方、空き家総数の推移については減少しており、令和

５年（２０２３年）の本市の空き家総数は２，２３０戸となっている。 

空き家率について、本市は全国及び奈良県と比較すると低い値で推移している。 

 

 

  

■住宅総数・空き家総数の推移 

■空き家率の推移 

出典：住宅・土地統計調査 

※ 住宅・土地統計調査は標本調査によって香芝市内の各種推計値を算出している。そのため、

実数値と乖離がある場合や合計値が一致しない場合がある。 

13.1%
13.5% 13.6% 13.8%

14.6% 13.7% 14.1% 14.6%

12.3%

9.9%

8.2%
6.9%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

平成20年（2008年） 平成25年（2013年） 平成30年（2018年） 令和5年（2023年）

全国 奈良県 香芝市

（％）

28,220
30,490 31,040

32,360

3,480 3,020 2,560 2,230

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

平成20年（2008年） 平成25年（2013年） 平成30年（2018年） 令和5年（2023年）

住宅総数 空き家総数

（戸）

※ 住宅総数には、戸建て、長屋建て、共同住宅等が含まれており、空き家総数には、マンシ

ョン等の空き室も空き家として含まれる。 

出典：住宅・土地統計調査 
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周辺市町村と空き家率の比較を行うと、令和５年（２０２３年）において本市の空き家率

は６．９%と最も低くなっている。また、県内各市と比較を行った場合でも、本市の空き家

率は最も低くなっている。 

平成３０年（２０１８年）から令和５年（２０２３年）までに掛けて、本市と大和高田市、

王寺町、広陵町で空き家率が減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■周辺市町村との空き家率の比較 

出典：住宅・土地統計調査 

■県内各市との空き家率の比較 

出典：住宅・土地統計調査 

12.3%
9.9%

8.2%
6.9%

20.5%

25.7%

22.4%

14.6%
13.9%

9.3% 9.5%

12.3%

16.4%
18.2%

12.7%

12.1%

13.1%

7.5%

11.0% 12.6%

7.0%

8.6%

10.1%

8.8%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

平成20年（2008年） 平成25年（2013年） 平成30年（2018年） 令和5年（2023年）

香芝市 大和高田市 葛城市 王寺町 上牧町 広陵町

（％）

住宅総数 空き家 数 空き家率 住宅総数 空き家数 空き家率 住宅総数 空き家数 空き家率 住宅総数 空き家数 空き家率

奈良県 592,600 86,400 14.6% 615,000 84,500 13.7% 617,600 87,200 14.1% 639,500 93,600 14.6%

奈良市 163,460 22,850 14.0% 170,660 21,290 12.5% 170,730 22,380 13.1% 189,460 32,160 17.0%

大和高田市 32,520 6,660 20.5% 34,500 8,860 25.7% 32,910 7,360 22.4% 30,890 4,520 14.6%

大和郡山市 37,270 5,120 13.7% 39,440 4,930 12.5% 38,940 4,880 12.5% 39,070 4,720 12.1%

天理市 28,620 4,900 17.1% 27,100 3,570 13.2% 28,820 3,880 13.5% 30,310 5,450 18.0%

橿原市 55,040 8,230 15.0% 58,580 7,860 13.4% 57,800 8,730 15.1% 57,350 6,200 10.8%

桜井市 24,950 3,220 12.9% 25,720 4,120 16.0% 25,990 4,000 15.4% 26,600 4,390 16.5%

五條市 14,450 3,060 21.2% 13,820 2,490 18.0% 14,090 3,190 22.6% 14,730 4,220 28.6%

御所市 12,790 2,310 18.1% 13,040 2,880 22.1% 13,050 2,850 21.8% 12,430 3,030 24.4%

生駒市 47,160 5,600 11.9% 51,120 5,060 9.9% 51,100 5,160 10.1% 50,310 4,160 8.3%

香芝市 28,220 3,480 12.3% 30,490 3,020 9.9% 31,040 2,560 8.2% 32,360 2,230 6.9%

葛城市 13,200 1,840 13.9% 13,260 1,230 9.3% 14,500 1,380 9.5% 15,790 1,940 12.3%

宇陀市 13,150 1,870 14.2% 14,210 2,260 15.9% 13,020 2,040 15.7% 13,150 2,460 18.7%

令和5年（2023年）平成20年（2008年） 平成25年（2013年） 平成30年（2018年）
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種類別空き家について、本市では賃貸用の住宅空き家が一貫して減少傾向が見られる。 

その他の住宅は、今後、管理不全空家等への進行が懸念され、対策が必要となる可能性の

高い空家等と考えられるが、平成３０年（２０１８年）から令和５年（２０２３年）までに

掛けて増加しており、令和５年（２０２３年）においては全体２，２３０戸のうち１，２３

０戸（約５５％）と区分中で最も多くなっている。 

 

  

居住世帯のない住宅の分類 空き家の種類の定義 

空

き 

家 

二次的住宅 

別荘 
週末や休暇時に避暑や避寒、保養などの目的で使用

される住宅で普段は人が住んでいない住宅のこと。 

その他 

普段住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったと

きに寝泊まりするなど、寝泊まりしている人がいる

住宅のこと。 

賃貸用の住宅 
新築、中古を問わず、賃貸のために空き家になってい

る住宅のこと。 

売却用の住宅 
新築、中古を問わず、売却のために空き家になってい

る住宅のこと。 

その他の住宅 

上記以外の人が住んでいない住宅で、転勤や入院な

どの事情で居住世帯が長期にわたって不在の住宅や

建替えなどのために取り壊すことになっている住宅

などのこと（空き家の区分の判断が困難な住宅を含

む。）。 

■種類別空き家の区分 

■種類別空き家の推移 

出典：住宅・土地統計調査 

出典：住宅・土地統計調査 
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その他の住宅 売却用の住宅 賃貸用の住宅 二次的住宅

（戸）
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種類別空き家の腐朽や破損の状況について、その他の住宅１，２３０戸のうち、腐朽や破

損がある空き家は、３３０戸で約２６％となっている。 

腐朽や破損ありの割合が最も高いのは賃貸用の住宅で２８．４％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空き家の接道道路の幅員について、建築基準法では、原則敷地が４ｍ以上道路への接道を

義務付けている。接道幅員４ｍ未満（無接続も含む。）の空き家戸数について、平成２０年

（２００８年）、平成２５年（２０１３年）では９７０戸であったのに対し、令和５年（２

０２３年）では１，１１０戸と増加している。 

 

  

出典：令和５年（２０２３年）住宅・土地統計調査 

■種類別空き家の腐朽や破損の状況 

■接道幅員別の空き家数の推移 

出典：住宅・土地統計調査 
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556

93.1%

36

6.0%

4

0.7%

1

0.2%

居住可能な空家 当面の危険性がない空家

老朽化が進行している空家 緊急度が極めて高い空家

564

91.8%

42

6.8%

4

0.7%
4

0.7%

居住可能な空家 当面の危険性がない空家

老朽化が進行している空家 緊急度が極めて高い空家

４－２ 実態調査による空家等の現状把握 

本市における空家等の概要を総体的に把握し、今後の効果的な空家等対策を検討、実施

するために、平成２８年度（２０１６年度）及び令和３年度（２０２１年度）に空家等の

実態調査を行っている。 

調査方法は、住宅地図情報、水道情報等を基にした机上調査及び現地にて確認を行う目

視調査を実施し、空家候補の判定を行った。 

さらに、空家候補と判定した建物のうち、「居住可能な空家」「当面の危険性がない空家」

「老朽化が進行している空家」「緊急度が極めて高い空家」の４つの区分で老朽度判定を

行った。 

 

⑴ 老朽度判定の結果 

空家候補の老朽度判定結果は、以下のとおりである。 

 

  
■平成２８年度（２０１６年度）空家等実態調査の結果 

■令和３年度（２０２１年度）空家等実態調査の結果 

※ 緊急度が極めて高い空家（特定空家候補）は令和４年度（２０２２年度）末までの間に改善され

て０件となっている。 

※ 平成２８年度（２０１６年度）と令和３年度（２０２１年度）で調査方法が異なるため、単純に

比較することはできない。 

※住宅・土地統計調査はサンプル調査のため、実態調査とは値が異なる。 

 

老朽度判定 空家等数 割合

居住可能な空家 564 91.8%

当面の危険性がない空家 42 6.8%

老朽化が進行している空家 4 0.7%

緊急度が極めて高い空家 4 0.7%

合計 614 100.0%

老朽度判定 空家等数 割合

居住可能な空家 556 93.1%

当面の危険性がない空家 36 6.0%

老朽化が進行している空家 4 0.7%

緊急度が極めて高い空家 1 0.2%

合計 597 100.0%
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⑵ 地域別での結果 

令和３年度（２０２１年度）の地域別における空家率について、関屋周辺地区は８．

８％と最も高く、それ以外の地区は１～３％となっている。 

 平成２８年度（２０１６年度）と令和３年度（２０２１年度）を比較すると、下田周辺

地区、五位堂周辺地区、二上周辺地区及び志都美周辺地区で若干減少し、関屋周辺地区

で若干増加している。  

 

 

  

■令和３年度（２０２１年度）空家等実態調査地域別の結果 

出典：空家数は実態調査、戸建て数は令和２年（２０２０年）国勢調査 

■地域区分 

■平成２８年度（２０１６年度）空家等実態調査地域別の結果 

出典：空家数は実態調査、戸建て数は平成２７年（２０１５年）国勢調査 

 

関屋周辺地区 1,408 118 8.4%

志都美周辺地区 4,470 71 1.6%

二上周辺地区 3,020 126 4.2%

下田周辺地区 4,201 118 2.8%

五位堂周辺地区 2,579 37 1.4%
鎌田・三和周辺地区 3,381 120 3.5%

総計 19,059 590 3.1%

地区名
戸建て数

A
空家等数

B
空家等率

B/A

※上記の空家等数は戸建てのみが含まれる。 

 

 

関屋周辺地区 1,437 127 8.8%

志都美周辺地区 4,651 59 1.3%

二上周辺地区 3,092 119 3.8%

下田周辺地区 4,480 121 2.7%

五位堂周辺地区 2,913 35 1.2%
鎌田・三和周辺地区 3,589 127 3.5%

総計 20,162 588 2.9%

戸建て数
A

空家等数
B

空家等率
B/A

地区名
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４－３ これまでの取組内容 

平成３０年（２０１８年）３月に『香芝市空家等対策計画』を策定以降、行った主な

取組は以下のとおりである。 

 

事業項目 事業内容 

⑴ 空家等の

適切な管理

に関する周

知及び啓発 

ア ホームページや広報紙への掲載による市民への周知及び啓発 

ホームページ等で空家等の補助に関することや、空家等の適切な管理、総合相

談窓口についての周知を行った。 

 

イ 通報があった空家等所有者への適切な管理の通知文送付 

通報があった空家等に関しては、全て現地確認を行い、通知文送付の必要があ

ると判断したものに対して、適切な管理の通知文を送付した。 

・通知実績 

令和元年度（２０１９年度）：３２件  令和２年度（２０２０年度）：３０件 

令和３年度（２０２１年度）：１９件  令和４年度（２０２２年度）：４４件 

令和５年度（２０２１年度）：３８件 

⑵ 相談窓口

の設置及び

空家セミナ

ー＆相談会

の開催 

 

令和２年（２０２０年）から特定非営利活動法人空き家コンシェルジュと協定を

締結し、総合相談窓口の設置及び空家セミナー＆相談会を毎年開催した。 

⑶ 香芝市空

家等対策推

進支援事業

（利活用及

び除却）の実

施 

香芝市空家等対策推進支援事業 

ア 利活用補助 

・補助制度の概要 

地域の交流やにぎわいを活性化させることを目的として空家等の改修等を

行う事業の経費の一部を補助する。 

・事業費 

（国費５０万円、市費５０万円）毎年度１件募集 

・補助実績 

平成３０年度（２０１８年度）:１件  令和４年度（２０２２年度）:１件  

令和５年度（２０２３年度）:１件     令和６年度（２０２４年度）:１件 

 

イ 除却補助 

・補助制度の概要 

老朽化した危険な空き家の除却や、跡地を地域の交流やにぎわいを活性化

させる事業のために行う除却に係る経費の一部を補助する。 

・事業費 

（国費２５万円、市費２５万円）毎年度２件募集 

・補助実績 

平成３０年度（２０１８年度）:１件  令和３年度（２０２１年度）:１件   

令和４年度（２０２２年度）:１件    令和６年度（２０２４年度）:１件 
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⑴ 高齢者世帯の増加による空家等増加の懸念 

本市の人口はこれまで増加傾向にあったが、令和３年度以降は減少傾向にある。特に、

高齢化の進行による高齢者世帯の増加が顕著にみられることから、住宅の適切な引継ぎ

が行われないと、空家等の増加が懸念される。 

 

⑵ 本市の立地特性に応じた空家等増加の懸念 

転入及び転出状況からは、近年では転出超過傾向がみられる。本市は従来、大都市圏の

ベッドタウンとして発展を続けてきたが、住宅の次世代への適切な引継ぎや利活用等が

なされないと、今後空家等の増加が懸念される。 

 

⑶ 活用条件の不利な空家等の増加 

空家等の腐朽、破損の状況をみると、その他の住宅では全体の２６．８％に腐朽、破損

等がみられことから、これらをいかに市場流通へ誘導できるかが課題となる。 

また、接道幅員４ｍ未満の空家等が増加しているが、本市においては移動手段として自

家用車を利用される方が多く、このような利活用に不利な空家等をいかに市場流通へ誘

導できるかも併せて課題となる。 

 

⑷ 地区全体の資産価値の低下 

地区ごとに空家率は異なるが、特に昭和４０年代（１９６５年代）から昭和６０年代（１

９８５年代）までに掛けて整備された住宅開発地区等においては、今後空家等の増加が懸

念される。空家等の増加は住環境の低下を招き、地区全体の資産価値が低下することも懸

念されるため、空家等の発生動向を見守り、早期段階から対策を講じる必要がある。 

 

⑸ 他関係機関との連携強化 

   空家等の問題は、多岐にわたるとともに、専門的な知識も必要なことから、市単独では

対応できない場合もある。そのため、空家等の修繕や解体、流通や利活用等に専門的知見

を有する不動産事業者等の他団体と連携強化を図る必要がある。 

 

⑹ 管理における所有者等の責務の対応 

空家等の管理は、本来、所有者等が自らの責任を持って行う必要がある。そのため、所

有者の責務を明確にする必要性から、所有者不明等の確定を行う作業を進めていく必要

がある。 

 

⑺ 管理不全空家等への対応 

空家法の改正に伴い、特定空家等だけでなく、管理不全空家等への対応が新たに位置付

けられた。特定空家等となる前の段階から、管理不全空家等の対象となる空家等の把握、

判断基準、取組推進等を行う体制を整備し、適切に対応を図る必要がある。  

第５章 空家等の課題     
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居住中 

空家等 

管理不全 

空家等 

 

 

 

基本的な方針 

空家問題は、市民にとって日常生活に関わる身近な問題であると同時に、住む人がいなく

なった住宅の相続などによって、誰もが空家等の所有者に成り得る、という可能性もある。

居住中から空家等に対する考えを深め、空家等の発生を防ぐとともに、地域にとっても望ま

しい解決の方向を探ることが重要である。 

空家等の所有者は、自らの責任により適切に対処しなければならないが、様々な原因で対

処できず、管理不十分により周辺住民の生活環境に悪影響を及ぼすなどの問題がある一方、

使用可能な空家等を有効活用することで地域の活性化につながることも考えられる。 

本市においては、令和２年度（２０２０年度）まで増加していた人口は令和３年度（２０

２１年度）以降は減少傾向を示しているが、長期的な未来を見据え、単なる空家対策にとど

まらず、魅力あるまちづくりにつながる視点を持って取り組む必要がある。 

本市では、第４章で示した本市の空家等における課題を踏まえ、３つの基本方針を設定し、

建物の状況に応じた空家等の対策を進める。 

 

 

 

 

  

第６章 空家等対策に関する基本的な方針     

■空家等対策の基本方針の概念図 

基本方針 1：空家等の発生を抑制する 

基本方針２：空家等の適切な維持管理と利活用を促進する 

基本方針３：管理不全空家等の適切な対策を実施する 

市民や空家等所有者への空家等に関する理解を深め、新たな空

家等の発生を抑制する。 

空家等となった場合の適切な管理の促進について取り組むと

ともに、空家等を地域の資源として捉え、市場流通の促進や多様

な活用など、地域の魅力や活力の向上につながるような取組を行

う。 

管理不全空家等となった場合には、所有者等と十分に協議を行

いながら、周辺への悪影響が及ばないよう適切な対応を図る。 
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基本方針１ 空家等の発生を抑制する 

空家等発生の抑制 

⑴ 所有者等への問題意識の啓発と情報提供 

建物の所有者等に、その責務や空家等の適切な管理の重要性、空家等が周辺に及ぼす

影響や危険性、空家等対策の制度等の情報をホームページや広報紙、パンフレット、Ｓ

ＮＳ、納税通知書を活用した建物所有者等への情報提供により空家等の発生を抑制す

る。特に、高齢者世帯に対しては、福祉部局と連携しながら、住まいのエンディングノ

ート等の周知を図り、住まいの終活についての意識啓発を促す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 相続登記等の促進 

空家等には、相続による不動産登記が放置され、所有者等の把握が困難となっている

ものがある。相続登記を放置していると相続の手続に時間を要し、不動産を売りたいと

思ったときに売ることができなくなるなど、思わぬ不利益を受けることがある。 

そのため、死亡による手続に際して、相続登記を適切に行うように促す取組を行う。 

 

⑶ 地籍調査の実施 

所有者が不明な空家等には、境界区分が不明なため活用が進まない事例もある。そこ

で、地籍調査を実施し、空家等及び跡地の活用増進を目指す。 

 

 

 

 

第７章 空家等に関する取組事項    

 ［住まいのエンディングノート］ 

 国土交通省では、住まいの将来を考える際や相続時に

参考となる制度や手続、相続先などを掲載した「住まい

のエンディングノート」を作成している。 

 このノートには、所有や借用している不動産の整理の

ほか、住まいの将来を知るために必要な「活かし方」、「し

まい方」、空き家についての対応方法、相続登記の必要性

等が記載されている。 
出典：国土交通省 
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基本方針２ 空家等の適切な維持管理と利活用を促進する 

１ 適切な管理の促進 

⑴ 所有者等への適切な管理に関する意識啓発と情報提供 

空家等となった場合は、適切な維持管理が行われず、管理不全空家等となってしまう

ことも多いため、空家等の所有者等に、適切な管理の必要性について周知を図る。 

特に、所有者等が遠方への転居や施設入所などの理由により、自ら空家等の管理を行

うことが困難な状況が生じた場合、危険な空家等へと悪化するおそれがある。 

そのため、空家等所有者に代わって、空家等の適切な管理を代行するサービス事業者

等の情報提供の検討を行う。 

 

⑵ 適切な維持管理がなされていない空家等の所有者等への働きかけ 

空家等の把握については、地域住民の協力が大きな役割を果たすことが期待されて

いる。行政による実態調査及びパトロールのほか、地域住民からの連絡等により空家等

の状況を把握し、空家等所有者に対して適切な管理を促す。 

 

⑶ 財産管理制度の活用 

市が対象の空家等への利害関係人の有無にかかわらず、適切な管理のために特に必

要があると認めるときは、裁判所に対して管理人の選任を請求し、選任された財産管理

人が、所有者が不明な空家等の修繕及び処分を行える財産管理制度の活用を検討する。 
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２ 利活用の促進 

⑴ 空家等の利活用に関する補助事業の実施 

ア 香芝市空家等対策推進支援事業（利活用） 

空家等を地域の交流やにぎわいを活性化させることを目的として滞在体験施設、

体験学習施設、文化施設等に１０年以上活用される場合に住宅の改修費の一部を補

助する。 

 

イ 香芝市空家等対策推進支援事業（除却） 

老朽化した危険な空家等の除却や、地域の交流やにぎわいを活性化させる事業の

ために行う除却に係る経費の一部を補助し、空家等の除却を促進する。 

また、将来周辺に影響を及ぼすおそれのある空家等の除却を推進し、地域の良好な

居住空間の確保を資するため、除却の要件拡充の検討を行う。 

 

ウ 子育て世帯向けセーフティネット住宅の改修費支援 

空家等を所有している大家等に対し、住宅確保要配慮者専用の住宅として登録す

ること等を要件に、子育て世帯対応改修工事等に補助を行うことで、子育て世帯が安

心して居住できる環境を整備し、空家等を活用した本市への定住促進を図る。 

 

エ 創業促進事業による空家等及び空き店舗の活用 

市内で新たに創業を行う者に創業に要する経費の一部について補助を行う「創業

促進補助金」については、空家等及び空き店舗の利活用についても一部対象となる。 

補助対象経費としては従業員の給与、店舗等の賃借料、広報費等が含まれ、創業促

進事業により地域経済発展の面からの空家等の利活用を支援する。 
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⑵ 市の事業を活用した空家等の利活用の促進 

ア 香芝市空家等対策推進事業の活用（住環境維持） 

第５次香芝市総合計画でも「空家等対策関係事業」が位置付けられている。今後、

国の支援制度を活用して、不良住宅の除却や地域ニーズを踏まえた地域活動拠点や

社会福祉施設、子育て支援施設等への空家等の利活用に向けた検討を行う。 

 

イ 除却した空家等の跡地の活用の促進 

除却した空家等の跡地を適切に利活用できれば、地域の「新たな資源」となること

が期待される。このため、所有者等の意向を確認した上で、地域の実情に応じ、防災

広場やポケットパークなどの多様な利活用についての支援策を検討する。 

・地域活動に取り組む団体等と連携した支援 

・空家相談窓口での情報提供と相談体制による支援 

・国の支援制度を活用した除却及び利活用に対する支援 

 

⑶ 空家等活用促進区域の検討 

地区の特性に応じて空家等発生の要因も異なる場合があり、現状の課題を踏まえ、土

地利用規制の特例を設定するなど、必要に応じて、重点的に活用を図る「空家等活用促

進区域」の設定を検討する。 

 

⑷ 市場流通の促進 

空家等の所有者等は、一般に住宅や不動産流通の専門家ではなく、個人の力で住宅市

場での活用を図るのは困難であると予想される。このため、空家情報を一元的に管理し、

リフォームや既存住宅インスペクション（建物診断）、耐震改修等による空家等の市場

価値を向上させる取組や、利活用に向けた情報を所有者等に提供する。 

また、空家等の流通活性化に向けて、所有者等の同意を得た上で、不動産事業者等に

所有者等及び空家等に関する情報提供を行い、市場でのマッチング機会を創出するこ

とを検討する。 

 

  



 

24 

基本方針３ 管理不全空家等の適切な対策を実施する 

１ 事前調査と適切な管理の依頼 

⑴ 事前調査 

市民からの空家等の情報提供や既調査で把握している空家等の定期確認時に、外観

調査を行い、当該空家等の危険性や周辺に与える影響を調査する。 

 

⑵ 適切な管理の依頼（空家法第１２条）  

所有者等に対して空家等の適切な管理の依頼を行い、所有者等自身による問題解消

を促す。この事前指導等を実施しても改善がみられない場合で、周辺への影響が深刻で

危険な状況にあるときには、管理不全空家等及び特定空家等の判断に移行する。 

 

２ 管理不全空家等の判断及び措置 

管理不全空家等及び特定空家等については、国の「管理不全空家等及び特定空家等に対

する措置に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）」を踏まえ、本市

の空家等の特性を踏まえた本市の判断基準により、管理不全空家等及び特定空家等の判

断を行う。 

⑴ 管理不全空家等の判断 

   放置すれば特定空家等になるおそれのある空家等については、管理不全空家等の判

断基準により管理不全空家等に認定し、所有者等へ指導及び勧告措置を講じるなど、空

家等の実態に応じた情報提供や指導を行うよう努める。 

 

⑵ 指導（空家法第１３条第１項） 

空家等が適切な管理が行われていないことにより、そのまま放置すれば特定空家等

に該当することとなるおそれのある状態にあると認めるときは、所有者等に対し、当該

管理不全空家等が特定空家等に該当することとなることを防止するために必要な措置

を採るよう指導を行う。 

 

⑶ 勧告（空家法第１３条第２項） 

管理不全空家等の状態が改善されず、そのまま放置すれば特定空家等に該当するこ

ととなるおそれが大きいと認めるときは、指導をした者に対し、修繕、立木竹の伐採

その他の当該管理不全空家等が特定空家等に該当することとなることを防止するため

に必要な具体的な措置について勧告する。なお、勧告した場合には、管理不全空家等

の敷地の固定資産税の住宅用地特例の対象から除外される。 
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３ 特定空家等の判断および措置 

⑴ 立入調査 

空家法第９条に基づき、必要に応じて空家等への立入調査を行う。 

 

⑵ 特定空家等の判断 

特定空家等の判断基準により判断した特定空家等候補を香芝市空家等対策推進協議

会で協議する。 

協議会の意見を踏まえ、市が最終的に認定する。 

 

⑶ 助言又は指導（空家法第２２条第１項） 

特定空家等の状況を改善するよう文書で助言又は指導を行う。状況に応じて再助言

又は再指導を行う。この際、空家法での「勧告」、「命令」、「代執行」による行政措置に

よって所有者等に係る負担などを説明する。 

 

⑷ 勧告（空家法第２２条第２項） 

助言又は指導により改善されない場合には、相当の猶予期限を設け、必要な措置を講

ずるように勧告する。なお、勧告した場合には、特定空家等の敷地の固定資産税の住宅

用地特例の対象から除外される。 

 

⑸ 命令（空家法第２２条第３項） 

勧告を行っても、期限内に改善が行われない場合は、相当の猶予期限を設けて、「勧

告」に沿った措置を履行するように命じる。 

 

⑹ 戒告（行政代執行法第３条第１項） 

命令をした場合、その期限までに必要な措置が採られないときは代執行をする旨 

をあらかじめ当該所有者等に対し、文書で戒告する。 

 

⑺ 代執行令書（行政代執行法第３条第２項） 

戒告をした場合、所有者等が指定の期限までにその義務を履行しないときは、代執行

令書により代執行を成すべき時期などを所有者等に通知する。 

 

⑻ 行政代執行（空家法第２２条第９項） 

猶予期限内に「命令」が十分に履行されない場合には、行政代執行により所有者等に

代わり市が危険な状況等を解消又は周辺の生活環境の保全を図るための必要な措置を

採る。 

代執行に要した費用は、所有者等から徴収する。 
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⑼ 略式代執行（空家法第２２条第１０項） 

命令等を行う相手が判明しない場合には、地域住民及び第三者の生命、身体又は財

産に危険を及ぼす可能性があり、状況が客観的に切迫している場合など、市長が特に

必要と認めた場合は、法の規定に基づく略式代執行を行う。  

 

⑽ 緊急代執行（空家法第２２条第１１項） 

災害その他非常の場合において、緊急に除却や修繕、立木の伐採など、周辺の生活

環境の保全を図るために必要な措置を採る必要があるときで、命令等の措置を採るい

とまがないときは、緊急代執行を行う。   
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空家等実態調査（現地調査及び確認） 

所有者、相続関係者等調査（空家法第 10 条） 

適切な管理の依頼（空家法第 12 条） 

「管理不全空家等」に認定 
  

戒告（行政代執行法第 3条第 1項） 

代執行令書（行政代執行法第 3 条第 2 項） 

「特定空家等」に認定 

助言又は指導（空家法第 22 条第 1 項） 

勧告（空家法第 22 条第 2 項） 

自治会、市民等からの老朽危険空家等の苦情、要望の情報など 

以下の 3 タイプに分類 
①早急に対策が必要と思われる空家等 
②このまま放置すれば将来特定空家等に該当すると思われる空家等 
③その他の空家等（管理されているもの、損傷が軽度なものなど） 

①②について「空家等対策推進協議会」で協議※1,2 

改修 

除去等 

状況に応じて 

再助言又は指導 

意見書提出及び意見聴取（空家法第 22 条第 5 項～第 8 項） 

命令の実施（空家法第 22 条第 3 項） 
標識の設置及び公示（空家法第 22 条第 13 項～第 14項） 

費用請求・徴収 

課税課に連絡 

固定資産税の 

住宅用地特例が解除 

所有者を 

特定できない
場合 

是正されない場合 

経過期間を考慮して、 

措置を判断する 

所有者等への 

聞き取り調査 

指導（空家法第 13 条第 1 項） 

代執行実施（空家法第 22 条第 9 項） 

略式代執行
（空家法第 22
条第 10 項） 

改修、除去等 

是正されない 

場合 

命令（空家法第 22 条第 3 項） 
事前の通知（空家法第 22 条第 4 項） 

勧告（空家法第 13 条第 2 項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■特定空家等及び管理不全空家等に対する措置のフロー 

緊急代執行
（空家法第 22
条第 11 項） 

緊急時に
おいて措
置を採る
いとまが
ないとき 

※１ 緊急時において、省略するこ

とができるとする。 

※２ 管理不全空家等については、

必要に応じて意見等を求める

ことができるものとする。 
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８－１ 市の相談窓口 

市民や地域コミュニティの空家等に関する情報提供や所有者からの相談に対応するた

め、空家等の適切な管理方法、空家等の利活用の方法、空家等対策の補助支援制度、その

他の空家問題に関する相談窓口の設置を行う。内容に応じて庁内担当課や外部の関係機

関に引き継ぐとともにそれらと連携して対応する。 

 

 

 

 

 

 

  

第８章 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項    

■空家等の措置に係る相談窓口 
分類 担当課

市民相談（全般） 都市政策交通課

適正管理の啓発 都市政策交通課

商工観光課

商工観光課

都市政策交通課

都市政策交通課

都市政策交通課、関係各課

都市政策交通課、関係各課

建築物・擁壁の破損や倒壊等 都市政策交通課

道路敷への影響 公園道路管理課

ごみの放置や不法投棄等 廃棄物対策課

景観の阻害 都市政策交通課

立木や雑草の放置 都市政策交通課、環境政策課

有害鳥獣 農林課、環境政策課

不法侵入、火災予防等 危機管理課

空家等の情報収集 都市政策交通課、関係各課

危険な空家等、特定空家等への移行予防と相談 都市政策交通課

市民協働課

関係各課

都市政策交通課

都市政策交通課
空家等対策計画

コミュニティ

市場流通等の促進

空家等活用支援事業（補助制度等）

自治会からの情報に関する対応

地域住民からの情報収集

空家等対策計画の見直し

空家等実態調査、空家等に関するデータベース
の整備、更新

分野

空家等の利活用

特定空家等への措置
（助言又は指導、勧告、命令、代執行）

特定空家等関連

空家等の市民相談窓口

空家所有者等への適正管理の啓発

商業系の利活用

観光まちづくり系の利活用

定住・転入促進の情報啓発
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８－２ 地域や関係機関等との連携 

⑴ 地域や関係機関等との連携 

自治会や地域の方は、新たな空家等の発生や老朽化の進行状況、空家等の所有者等に

関する情報など、空家問題に関してより詳しい情報を把握している場合がある。そのた

め、実情に詳しい自治会等と連携し、情報収集に努めるほか、専門的な内容については

関係機関等との連携により、相談対応を行う。 

 

⑵ ＮＰＯ法人等との連携 

空家等及び空き地の定期巡回や維持管理業務、老朽化建物のメンテナンス工事など

のサポート業務や空家等や空き地の相談会などの活動等を行っているＮＰＯ法人等と

の連携により、多様な分野での支援を促進する。 
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９－１ 香芝市空家等対策推進協議会 

空家法第８条に基づいて、平成２９年（２０１７年）６月に香芝市空家等対策推進協議

会を設置した。同協議会では、専門的な視点に立って多角的な議論を行うため、幅広い分

野の学識経験者等を委員として選出し、本計画の改訂及び変更並びに実施に関する事項

を始め、必要な事項について議論を深める。 

 

９－２ 庁内会議 

庁内の関係部署による「庁内会議」を設置し、関係部署間での情報共有など、連携した

取組を進めるとともに、空家等対策の実施について「香芝市空家等対策推進協議会」の意

見を聞きながら対策に取り組む。 

 

９－３ 関係機関等との連携 

空家問題の解決には、本市の取組だけでは不十分であり、国、県など公的機関との連携

が不可欠である。関係機関等との情報共有を積極的に進め、空家等の対策に取り組む。 

  

第９章 空家等に関する対策の実施体制に関する事項    



 

31 

Ｐｌａｎ：計画 
香芝市空家等対策推進協議会 

Ｄｏ：実施 
取組 

Ｃｈｅｃｋ：評価 
進捗及び成果の評価 

Ａｃｔｉｏｎ：改善 
計画見直し 

 

 

 

計画の評価及び分析の実施 

空家等の対策を着実に実行していくためには、計画とその取組の実施状況を評価し、必

要に応じて見直しを行うことが重要である。そこで、下記のＰＤＣＡサイクルに基づき、

進捗管理を実施し、計画に基づき実施した取組について、進捗状況や成果、課題等につい

て検証を行い、その結果を踏まえて必要に応じて計画の見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

第１０章 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項    

■ＰＤＣＡサイクルのイメージ 


